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■何歳まで働けるのか?

　「いつまで今の仕事を続けられるか（＝

定年がいつか）」は、勤めている企業等に

よって異なるわけだが、世の中全体で見

た場合、どのような状況になっているの

か。図表1がその状況をまとめたものに

なる。ご覧の通り、定年を廃止している企

業は4%、定年を70歳以上に設定してい

る企業は1.9%、66歳以上（66～69歳）

は1.1%といった状況である。この段階で

確実に65歳以上働ける企業は僅か7%

にすぎない。残りの約9割（93%）は、65

歳定年か（21.1%）、60歳（以上）定年で

（71.9%）65歳まで継続雇用されるパター

ンと推定される。

　注目される「70歳までの就業確保措置

（努力義務）」の実施状況であるが、法改

正施行初年度では25.6%、4社に1社が

実施している状況であった。ただ、この

25.6%の企業に勤める人が、全員70歳ま

で何らかの就業等を継続できるわけでは

ないことには留意が必要である。採用して

いる措置の大半は「雇用継続支援」であり、

条件をクリアーした一部の従業員のみが

この措置を受けられているのが実態であ

研究員の眼

ろう。したがって、現役からの延長線上で

70歳まで働くことができる会社員等は極

僅かの人たちだけであり（ざっと見積もっ

て1割程度の人たちではないかと推測し

ている）、多くは65歳を一つの起点として、

自らの力で新たなキャリアづくりに励ま

なければならないのが現状と思われる。

■人生100年時代の生き方・活躍の仕方
　人生100年時代に照らせば、65歳で定

年を迎えても35年の人生が残される。こ

の期間はもはや老後や余生と呼べるほど

短いものではない。人生100年時代に相応

しい理想的な生き方・活躍の仕方とは一

体どのようなことなのか、図表2にそのモ

デルパターンを描いてみた。パターンAは就

職後の会社で65歳まで勤め上げる生計就

労モデル、パターンBはAから5年延長した

70歳までの生計就労モデル、パターンCは

65歳までは生計就労に勤しみ、65歳以降

は自宅のある“地域”の中で生きがい就労

を“楽しむ”モデル、パターンDは若いときか

ら様々なキャリアを流動的に積み重ねな

がら歩んでいくモデルを示している。

　筆者として理想と考えるのはパターンC

のモデルである。パターンAにしてもBにし

ても、65歳あるいは70歳以降も、“何かを

したい”と考える高齢者は実際多い。その

高齢者の多くは年金という経済基盤を手

にする。そのこともあって現役当初と同じ

ようなハードな働き方は望まないし、その

必要もない。また、自宅に近いところで新

たな居場所（活躍場所）を求めたいという

意向が強いこともよく見聞きする。これら

を踏まえれば、65歳を起点に生計就労か

ら生きがい就労に切り替え、年齢や体力

等に応じて担当する仕事の量や中身を適

度に変えながら、例えば85歳くらいまで

活躍し続けられるパターンCが望ましいの

ではないかと考える。なお、高齢者の多く

は「自由にマイペースで働けること」を望ん

でおり、そのことからすれば、「起業」「個人

事業主」「フリーランス」として活躍するパ

ターンもニーズがあるだろう。いずれにし

ても、こうした様々なパターンを考えなが

ら「どこで、いつまで、どのように活躍した

いか」、できるだけ若い時から考えていく

ことが重要なことであろう。
※本稿は、主に定年のある会社員、公務員等を対象に
記載している。
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